
エジプト・アラブ共和国

環境モニタリング研修センター

巡回指導調査団報告書

平 成 11 年 11 月

国 際 協 力 事 業 団

社 会 開 発 協 力 部

No.

社 協 二

Ｊ　Ｒ

99 - 022



序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文

　エジプト・アラブ共和国（以下、エジプトと略す）では、近年深刻になった水質汚濁や大気汚

染に対処するため、平成10年２月、環境法を施行した。その環境モニタリングにあたる技術者訓

練について、我が国に技術協力を求めてきたため、国際協力事業団は平成９年９月１日から５年

間の予定で、プロジェクト方式技術協力により「エジプト環境モニタリング研修センタープロ

ジェクト」を実施している。

　今般は、本プロジェクト協力が中間点にさしかかったので、これまでの活動実績、投入実績、

計画達成度を調査・確認のうえ、問題点を整理し、必要な提言を行うことを目的として、平成11

年10月１～12日まで、国際協力事業団専門技術嘱託 河西明氏を団長とする巡回指導調査団を現

地に派遣した。同調査団によれば、プロジェクトはほぼ満足すべき進捗状況にあるが、スタッフ

の研修等、改善すべき点も見受けられるので、早急に後半の活動計画を改訂すべきであるとのこ

とである。

　本報告書は、同調査団の調査・協議の結果を取りまとめたもので、今後のプロジェクトの進展

に広く活用されることを願うものである。

　ここに、本調査にご協力頂いた外務省、環境庁、通商産業省、厚生省、国内委員会、(社）海

外環境協力センター、川崎市役所、在エジプト日本大使館など、内外関係各機関の方々に深く謝

意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第である。
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第１章　巡回指導調査団の派遣第１章　巡回指導調査団の派遣第１章　巡回指導調査団の派遣第１章　巡回指導調査団の派遣第１章　巡回指導調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的

　エジプトでは近年の工業化及び都市化の進展に伴い水質汚濁や大気質汚染等の環境問題が深刻

化している。エジプト政府は係る状況に対処するため、1994年に環境法を制定して環境規制基準

を定めるとともに、エジプト環境庁（ＥＥＡＡ）を同法を執行する機関と定め、環境規制基準の

遵守状況を査察する権限を与えた。しかしながら、それまで主に関連する諸官庁との調整を任務

としていたＥＥＡＡがこれらの役割を担うためには、第一に環境モニタリングの実施体制を早急

に整備する必要があった。

　エジプト政府は、1998年２月の環境法施行を控え、環境モニタリング・ネットワークを構築す

るため、国内８か所に地域の環境に関する観測・分析を行う地域支局ラボラトリー（Regional

Branch Office：ＲＢＯ）の設置を計画するとともに、標準ラボラトリーとしての高度な観測・

分析及びＲＢＯ等のスタッフを育成するための訓練機能を有するカイロ中央センター（ＣＣＣ）

の設置を計画した。そして、この計画を実現すべく、エジプトは、モニタリングに必要な機材に

係る無償資金協力及び技術者訓練を目的としたプロジェクト方式技術協力を我が国に要請してき

た。

　これを受けて国際協力事業団（ＪＩＣＡ）は、1996年４月に基礎調査、同年９月に事前調査を

行い、1997年６月に実施協議調査団を派遣して討議議事録（Record of Discussions：Ｒ／Ｄ）

に署名を取り交わし、同年９月１日から５年間の協力を開始した。その後、1998年８月には運営

指導調査団を派遣し、プロジェクト開始後の活動状況を確認するとともに、当初活動計画の見直

しを行った。

　今回の調査団は、協力の中間点にあたり、これまでの活動実績、投入実績、計画達成度を調

査、確認のうえ、問題点を整理し、エジプト側関係機関、本プロジェクト関係者と今後の活動計

画について協議するとともに、必要な提言を行うことを目的として派遣された。

１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成

団長・総括 河西　　明 国際協力事業団専門技術嘱託

産業公害対策 山本　充弘 (社）海外環境協力センター業務部長

水質モニタリング 小清水　正 川崎市役所環境局公害部水質課主査

協力企画 佐藤　和美 国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第二課職員
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１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程

月  日 　　　　　　　　　　　　　行程／活動

１ 10／１ 13：00 成田発

（金） 18：00 フランクフルト着（JL407）

２ 10／２ 10：00 フランクフルト発

（土） 14：05 カイロ着（LH590）

17：30 ＪＩＣＡエジプト事務所・プロジェクト専門家との打合せ

３ 10／３  9：00 保健・人口省環境モニタリング・労働衛生研究所（ＥＭＯＨＣ）訪問

（日） 12：00 ＪＩＣＡエジプト事務所・プロジェクト専門家との打合せ

13：30 在エジプト日本大使館表敬

16：30 ＪＩＣＡエジプト事務所・プロジェクト専門家との打合せ

４ 10／４ 10：00 ＣＣＣ所長表敬及び協議

（月） 11：00 地域部（ＢＡＣＤ）部長との協議

14：00 ＥＥＡＡ情報・コンピューター部訪問

５ 10／５ 10：00 ＣＣＣ所長との協議

（火） 14：00 カウンターパート（Ｃ／Ｐ）との協議（水質・大気）

６ 10／６ 資料整理、団内打合せ

（水）

７ 10／７ 11：00 ミニッツ協議

（木）

８ 10／８  8：00 移動（アレキサンドリア）

（金） 11：00 地域支局（ＲＢＯ）視察（アレキサンドリア）

９ 10／９  9：00 移動（アレキサンドリア→タンタ）

（土） 11：00 ＲＢＯ視察（タンタ）

13：00 移動（タンタ→カイロ）

10 10／10 11：00 ミニッツ最終協議

（日） 15：00 ミニッツ署名・交換

16：30 ＪＩＣＡエジプト事務所への報告

18：00 大使館への報告

11 10／11  6：40 カイロ発

（月） 10：55 チューリッヒ着（SR-347）

14：00 チューリッヒ発

12 10／12  8：40 成田着（JL454）

（火）
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１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者

(１) ＥＥＡＡ

Ibrahim ABDEL Gelil 長官

Ali Abu Ashil 次官

Mawaheb Abou El Azm ＣＣＣ所長

El-Sayed El Sharkawy ＢＡＣＤ部長

Magdy Allam グレーターカイロ地域支局（ＧＣ－ＲＢＯ）所長

Fatma Abou Shouk アレキサンドリア地域支局（ＡＬＸ－ＲＢＯ）

ラボラトリー部長

Shewekar Mostafa Hamza タンタ地域支局（ＴＮＴ－ＲＢＯ）環境評価部長

Mousa Ibrahim Mousa 情報・コンピューター部長

(２) ＥＭＯＨＣ

Sanaa Abdel Magid Tonlan 次長

Mohamed El Amawi 大気質汚染モニタリング・ラボラトリー室長

(３) 在エジプト大使館

三宅　光一 一等書記官

(４) ＪＩＣＡエジプト事務所

竹内　喜久男 所長

不破　雅実 次長

坂田　章吉 所員

Alfred 所員

(５) エジプト環境モニタリング研修センタープロジェクト専門家

長島　俊一 チーフアドバイザー

神谷　哲朗 業務調整

牧野　一郎 水質モニタリング専門家

大野　陽一 水質モニタリング専門家

太田　宰至 大気質モニタリング専門家
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第２章　要約第２章　要約第２章　要約第２章　要約第２章　要約

　本調査団は前述の目的をもって本プロジェクトのこれまでの活動状況を調査し、その現状を把

握するとともに一定の評価を行い、更に今後の活動に関し関係者と協議のうえ、必要と思われる

助言を行った。

　その概略は次のとおりである。

(１) 活動状況

１) 事業進捗状況

　今回の調査は、５年間の協力期間のほぼ中間時点で行われた。プロジェクト方式技

術協力の場合、当初の立ち上げの時期が最も厳しいときである。派遣要員の顔触れを

整え、相手側Ｃ／Ｐを確保し、同時に供与機材の据え付けを完了し、活動開始へ向け

て諸準備を完了しなければならない。本プロジェクトではこうした準備期間を終え、

協力先であるＥＥＡＡ、ＣＣＣのＣ／Ｐへの訓練をスタートさせた。ＣＣＣスタッフ

に対する訓練は、これから第２、第３段階へと進むこととなるが、第１段階での訓練

がほぼ予定どおり進んでいることから判断して、本プロジェクト協力期間の終了する

2002年８月までには所定の技術移転を完了することが十分可能と考えられる。ただ

し、ＣＣＣスタッフが研修の中身をどこまで習得し、我がものとしたかは別問題であ

る。

　現在のところ、諸事業は順調に進められているといえる。

２) 人員配置状況

　本プロジェクトの実質的担い手となるべきＣ／Ｐの配置は、必ずしも十分に行われ

ていない。ＣＣＣに隣接して設置されているＧＣ－ＲＢＯでは、水、大気の両分野でシ

ニアケミストがいまだ配置されておらず、またＣＣＣ自体でも大気部門のシニアケミ

スト、ケミストがともに欠員であり、更に所長を補佐すべき要のチーフケミストが配

置されないままである。このような状況はラボラトリーの活動に支障を来すばかりか、

ＣＣＣの円滑な運営自体を妨げることとなる。

　他方、日本側の専門家の派遣は長期、短期とも順調に行われており、現在のところ

問題ない。

３）施設、機材充足、管理状況

　ＣＣＣ及びＧＣ－ＲＢＯは、ＥＥＡＡビル内に隣接して設置されており、手狭なこ

とと使い勝手があまりよくないのが現状であるが、日常の活動に悪影響を及ぼすこと

はない。他の４つの既存ＲＢＯについては、すべて新築であり、問題はない。機材は

予定どおり購入、据え付け、整備が進み、管理状態もまずまずである。これからの購
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入手続きも順調に進められている。また諸機材の保守管理については、毎年一定の予

算を確保しつつ、近々メーカーとの機材保守管理契約を結ぶこととしている。

４) 予算確保

　エジプトの会計年度は７月から始まるが、1999／2000年度予算は、前２年度分と比

較して大幅な伸びをみせているといえる。特筆されるべきは、まず通常の人件費に加

え、35名の定員（常勤職員）分が別途確保されることとなった（ＣＣＣ所長の発言）

点である。ちなみにラボラトリー等のスタッフの多くは臨時職員で賄われている由で

ある。いま１つは、運営費であるが、通常のそれとは別に環境・観光特別ファンド

（Special Fund for Environment & Tourism）から相当額の資金を得ている点であ

る。このような観点から判断すれば、現在のところ特段の問題はなさそうであるが、

プロジェクトリーダーによれば、執行の承認取り付けに問題がある由である。

５) ＲＢＯスタッフへの研修

　1999年４月からは日本人専門家から研修を受けたＣＣＣスタッフによるＲＢＯのス

タッフへの訓練が開始され、一定の成果を上げつつある。

　ただ、ＲＢＯ側からは、本訓練に対する不満も聞かれる。これはＣＣＣスタッフが

受けた訓練は初歩の段階であり、通常スタッフ訓練を行えるようになるには十年はか

かると言われていることからして、無理からぬところであろう。

　1994年に制定された環境法の猶予期間が過ぎ1998年２月に施行されたことに伴い、

環境大臣からの強い要望もあって、訓練の一環としてモニタリング（野外調査）を実

習として取り上げ、実施しており、これに対応するためにもＲＢＯでは早急にスタッ

フの質的向上が求められているという現実がある。

(２) エジプト側のこれまでの対応

　本プロジェクト協力の開始以来２年を経過したが、その間のエジプト側の対応は必ず

しも十分ではなかったとはいえ、それなりの努力を払ってきたことがうかがえる。特に

次の３点については、評価できる。

１) 予算の確保

　前述のごとく、他ファンドからの運営経費の獲得である。ＣＣＣ所長の言によれば、

通常の運営経費は大蔵省からの予算で賄われているが、環境・観光特別ファンドの活

用により、より積極的な活動が可能となる。

２) 定員増の確保

　プロジェクトのＣ／ＰとなるべきＣＣＣのチーフケミスト、更にはシニアケミスト

やケミストの配置が一部大幅に遅れている大きな原因の１つは、定員（常雇）の不足
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にあった。臨時職員としての採用では、ケミストなどの優秀な人材の確保は非常に困

難である（ＣＣＣ所長の言)。今回この欠点を解消すべく、35名の定員を確保した点

は、特筆に値しよう。

３) 施設の整備

　ＣＣＣとＧＣ－ＲＢＯはともかくとして、アレキサンドリア、タンタ、マンスーラ、

スエズの４か所のラボラトリーは、自力で建設を行うなど、我が国の援助を受け入れ

る体制を整えてきた。

(３) 今後の活動に関する留意点

　日本、エジプト両国におけるこれまでの対応やプロジェクト運営について、ほぼ満足

すべき状況にあるとはいえ、更に改善すべき点やこれから取り組まねばならない点も多

い。こうした点は、今回結ばれたミニッツ（1999年10月10日付）におおむね盛り込まれ

ているが、主な留意点をここで取りまとめておいた。

１) ＣＣＣスタッフへの研修の強化

　ＣＣＣスタッフに対する研修は始まったばかりであり、主要ケミストの不在など体

制的にも十分に整っているとはいえない状況にある。また、研修を受けた全員がすべ

ての内容をマスターしているとは限らない。したがって、スタッフ全員の質的向上を

達成するには、一人一人に対してこれまで以上に時間と労力を掛けた専門家の指導が

必要となろう。

２) ＲＢＯのラボラトリースタッフの研修

　環境法の施行後、ＲＢＯスタッフはＣＣＣによる初期の研修を受けただけなのに、

各方面からの苦情の処理に対応せざるを得ない状況にある。しかしながら、まだ十分

な技術を身に付けていないこともあり、現場での活動が十分に行われているとは言い

難い。そのこともあって、ＲＢＯからはできるだけ早く現場での要望に応えられる内

容とレベルの研修を求めており、現在の研修について必ずしも満足していない。今回

訪問したアレキサンドリアでは、調査団に対し直接現行の研修方法の再検討が求めら

れたほどである。

　本件については、先方責任者とも意見交換を行ったが、当面エジプトの現状をも考

慮にいれた何らかの工夫が必要と思われる。現段階ではＣＣＣスタッフの技術レベル

や経験から判断しても、座学のすべてを彼等に任せず、臨時講師として地域の専門家

を活用したり、実習をふやし日本人専門家の指導を仰ぐ、などが考えられよう。実習

にこれまで以上の重点を置く場合、現有勢力のみによる対応はおのずから限度があり、

日本人専門家の増強が求められよう。
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３) ラボラトリーマネージメント

　本件についてはその重要性をエジプト側に認識せしめるべくＣＣＣ所長を本邦研修

に招き、またプロジェクト・サイトにおいては専門家がペーパーを作成しＱＡ／ＱＣ

活動を含むマネージメントの具体的内容に触れて啓蒙活動を行ってきた。

　本件に関しては、ようやくその内容と重要性が認識され始めたところであり、協力

期間後半の課題である。本件に対する先方の認識を早々に正式確認し、計画を作成し、

実行に移す必要がある。そして、本プロジェクト協力期間内にその基礎固めを行うべ

きである。

４) 情報管理システムの確立

　ＥＥＡＡ情報・コンピューター部ではこれまでカナダ国際開発庁（ＣＩＤＡ）の協

力により情報管理ネットワークづくりが行われ、ほぼ完了した。これはＥＥＡＡをカ

バーするものであり、ＣＣＣも当然のことながらモニタリングの成果をこれに乗せる

こととなる。したがって情報提供が円滑に行えるよう体制を整えなければならない。

また、データの管理や評価が適切に行われ得るシステムの確立が必須であり、直ちに

必要な処置がとられ得るよう指導する必要がある。更にＥＥＡＡとしては、他機関か

らもデータを入手し環境情報の一元化をめざしている模様であるが、過去の経緯から

判断して当面は困難であると考えられ、少なくとも本プロジェクト期間中は高望みす

べきではないだろう。

５) 活動計画の策定

　今回の調査、協議に結果を踏まえ、プロジェクト内での更なる検討を加えたうえで、

早急にプロジェクト後半の活動計画を見直し、合同委員会に諮って活動計画の改訂を

行うことが肝要である。

６) プロジェクト活動への認識

　エジプトに対する日本の協力のなかで、本プロジェクトの重要性はいうまでもない。

しかしながら、日常の取り組みは決して派手なものではないだけに、良い意味での積

極的な広報が必要であろう。幸いに、環境大臣の要請に基づき実習として行われたナ

イル河水質調査の結果が公表されたことにより、ＣＣＣの活動、ひいては本プロジェ

クト協力についてもある程度の一般への周知がなされた。今後はプロジェクト側がそ

の活動をとおして様々な成果を発表するなど、より積極的な広報活動に取り組むべき

であろう。
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第３章　プロジェクトの進捗状況第３章　プロジェクトの進捗状況第３章　プロジェクトの進捗状況第３章　プロジェクトの進捗状況第３章　プロジェクトの進捗状況

３－１　エジプト側投入３－１　エジプト側投入３－１　エジプト側投入３－１　エジプト側投入３－１　エジプト側投入

３－１－１　土地、建物、施設

　エジプト側により、プロジェクト実施機関であるＣＣＣの土地、建物、施設は確保され、適

切に保たれている。

　ＣＣＣはＥＥＡＡ建物内の１フロアに位置しており、同じフロアにＧＣ－ＲＢＯが隣接して

いる。ＣＣＣとＧＣ－ＲＢＯの入っているＥＥＡＡ建物は普通のオフィスビルであり、ラボラ

トリーとして設計された部屋ではないため、ラボラトリー内で生じた廃棄物の処理、機材設置

スペースの確保が十分にできず、ラボラトリーとして望ましい環境であるとはいえない。

　エジプト側の言によれば、ＥＥＡＡはＧＣ－ＲＢＯの移転につき検討中であり、ＧＣ－ＲＢＯ

の移転が実現すれば、ＣＣＣ及びＧＣ－ＲＢＯの環境が改善すると思われる。ＧＣ－ＲＢＯの移

転先候補地は決まっているものの、具体的な移転スケジュールは決まっておらず、ＧＣ－ＲＢＯ

の移転実現には時間がかかると思われる。

３－１－２　Ｃ／Ｐ配置

　現在ＣＣＣには、所長１名、水質シニアケミスト１名、水質ケミスト４名、大気質ケミスト

４名、水質テクニシャン２名、大気質テクニシャン１名、計13名がＣ／Ｐとして配属されてい

る。現在のＣ／Ｐ配置人数は、Ｒ／Ｄ協議時の定員（10名）以上であり、この点ではエジプト

側の努力を評価することができる。

　しかし、ＣＣＣ所長を補佐し全体を実際上マネージできるチーフケミスト、また、各セク

ション担当のシニアケミストが配置されていない状況が依然として続いている。調査団はプロ

ジェクト活動が後半が迎えるにあたって、ＣＣＣの持続可能な活動と将来的にはＥＥＡＡ内の

レファレンスラボラトリーをめざすためには、ＣＣＣにおけるラボラトリー管理の充実を図る

必要があり、そのためにもこれらスタッフの採用が必須である旨、エジプト側へ申し入れた。

　エジプト側もその必要性は理解しており、採用に必要な内部的な手だても講じられつつある

由で、近々、ＣＣＣの水質分野にシニアケミストとケミストが各１名ずつ配属される予定であ

り、また、チーフケミストと大気質分野シニアケミストについては、1999/2000エジプト会計

年度中（2000年６月末まで）に配属するよう努力していることが確認できた。

３－１－３　予算、組織

　これまでにＣＣＣの活動のため執行された予算は1997／98年度（エジプト会計年度：７月～

翌年６月）がLE35万（約1,400万円)、1998／99年度はLE50万（2,000万円）である。また、
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1999／2000年度予算として、LE147万（約5,880万円）が確保されている。1999／2000年度予

算が前年度に比べ大幅に増加している理由は、1999年から活動を開始したＲＢＯの人件費が含

まれているためである。ＲＢＯは組織図上はＢＡＣＤに所属しているが、技術面ではＣＣＣに

所属しているため、ＲＢＯの人件費はＣＣＣの予算に組み込まれているとのことであった。

　ＣＣＣの予算は、大蔵省から割り当てられる予算と、環境・観光特別ファンド（旅行チケッ

ト等に課せられる税金の一部）の割当金からなっており、これまでＣＣＣは、運営費のほとん

どをこの環境・観光特別ファンドで賄っている。

　組織面では、ＥＥＡＡでのＣＣＣの位置づけはまだ明らかにされていない。しかしながら、

ＥＥＡＡ長官とＣＣＣ、ＢＡＣＤ、ＲＢＯの関係については、プロジェクト広報用パンフレッ

トの作成にあたって、関係図を作成し、ＥＥＡＡ長官より承認を得た。本関係図では、ＣＣＣ

とＢＡＣＤは、それぞれＥＥＡＡ長官から直接指示を受けることとなっており、ＲＢＯはＢＡ

ＣＤの所管であるが、ＣＣＣから技術面でサポートを受けることとなっている。

３－２　日本側投入３－２　日本側投入３－２　日本側投入３－２　日本側投入３－２　日本側投入

３－２－１　専門家派遣

　プロジェクト協力開始以降、長期専門家として、リーダー、調整員、水質モニタリング専門

家、大気質モニタリング専門家を順次派遣しており、リーダー、調整員、水質モニタリング専

門家の交代を含めて、これまでに計９名の専門家を派遣している。

　専門家の人員構成については、プロジェクト開始前の事前調査結果、各国ドナーとの役割分

担等を考慮し、本プロジェクトでは水質モニタリングに重点を置くべく、水質専門家３名、大

気質専門家１名という体制で活動を開始した。しかしながら、実際に活動を進めていくなか

で、予想以上に大気質モニタリングに対するニーズが高いこともあり、人員構成の見直しを

行った結果、プロジェクト後半は、水質２名、大気質２名の体制で活動することとなってい

る。

　短期専門家は、これまでに機材保守、大気質分野の専門家を６名派遣しており、さらに、

1999年度は大気質分野の短期専門家を３名派遣する予定である。

３－２－２　Ｃ／Ｐ本邦研修

　Ｃ／Ｐの本邦研修は、これまでに、ラボラトリー管理１名（ＣＣＣ所長)、水質モニタリン

グ３名（ＣＣＣケミスト)、大気質モニタリング３名（ＣＣＣ及びＧＣ－ＲＢＯケミスト）の

計７名に対して実施した。

　水質、大気質モニタリングについては、いずれのＣ／Ｐも、日本での研修により、分析機器

の操作方法の習得を早めることができたことに加え、実際に日本のモニタリング制度に触れた
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ことにより、エジプトがこれから構築していくべきモニタリング・ネットワークの具体的イ

メージをもつことができたようである。

　また、ラボラトリー管理については、研修で来日したＣＣＣ所長は、実際に日本の関連施設

を視察することでラボラトリー管理及びモニタリング・ネットワークに関する具体的イメージ

を掴むことができたようであり、帰国後は積極的にプロジェクト活動に取り組んでいることか

ら、今後の活躍が期待される。

３－２－３　機材供与

　ＣＣＣの主要機材は無償資金協力により供与されており、プロジェクトでは補完機材及び研

修用機材を供与している。プロジェクト供与機材の調達方法については、主として測定機器に

関しては本邦調達を行っているが、ガラス器具類及び試薬類に関しては、将来的にエジプト側

が自力で調達することができるよう配慮して現地調達を行っている。

　機材に関する課題として、メーカー保証期間終了後の機材のメンテナンスがある。無償供与

機材は、すでにメーカーの保証期間が終了しており、プロジェクトの供与機材に関しても、今

後、順次メーカーの保証期間が終了することになる。保証期間が終了した機材のなかでも、精

密機材については維持管理が難しいうえに頻繁に修理が必要となるため、業者と機材メンテナ

ンス契約を結ぶことが望ましい。調査団は、すでにメーカーの保証期間が切れている精密機材

については早急に機材メンテナンス契約を結び、今後保証期間が切れる機材についても同様の

措置を講じるよう、エジプト側に申し入れた。エジプト側もその必要性は認識しており、現在

準備を進めているとの発言があった。また、将来的にはＣＣＣ年間予算の５％をメンテナンス

経費にあてることも検討している旨、発言があった。

３－３　プロジェクトの成果、活動３－３　プロジェクトの成果、活動３－３　プロジェクトの成果、活動３－３　プロジェクトの成果、活動３－３　プロジェクトの成果、活動

　本調査ではプロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）の活動６項目に関し、プロジェ

クト中間点における達成状況につき、Ｃ／Ｐ及び専門家から聞き取り調査を行った。調査結果は

次のとおり。

３－３－１　環境モニタリングの訓練

(１) 水質モニタリング

　水質汚濁物質を測定する機器の操作方法、ナイル川での河川採水、工場排水の採水等

現場での採水、実測訓練及びラボラトリーによる分析訓練など、エジプトの環境法（Low

No.4）にある排水規制41項目のうち35項目（85％）が第１段階（マニュアルを見て操作

できる）の技術移転を終了しており、Certificationが授与された。また、項目によって
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はＲＢＯスタッフへの研修指導が可能となっている。

　今後は、まだ技術移転の終わっていない規制６項目（フッ素化合物、シアン化合物、

水銀等）の訓練とともにＣＣＣスタッフへＱＡ／ＱＣに関する知識と技術について技術

移転する必要がある。

１) 水質汚濁物質測定機器の操作方法の訓練

　ＣＣＣスタッフに対して、次の水質汚濁物質を測定する機器の操作方法の訓練が行

われ、技術移転が終了している。

ａ) ナイル川及び工場の排水等の水質を把握するためのｐＨ計、ＵＶ計、ＤＯメー

ター、ＣＯＤ、ＴＯＣメーター、ＴＯＣ計（全有機炭素）のトレーニングが終了して

いる。

ｂ) 一部のＣＣＣスタッフに対して、高速液体クロマトグラフ（ＨＰＬＣ)、ガスクロ

マトグラフ（ＧＣ）及び質量分析装置（ＧＣ－ＭＳ）のトレーニングが終了してい

る。

２) 現場におけるサンプリング機材を使用しての訓練

　ナイル川等において、エジプトの水上警察の協力の下に船上から水質サンプリング

機材を使用しての採水方法（採水深度、川幅を考慮した採水地点等)、現場観測項目

（採水時間、天候、気温、水温、濁度等）の測定方法の訓練を行った。

３) 現場における排水調査

　ＣＣＣスタッフは、ラマダン地区第10区において、またオクトーバー地区第６区に

おいて300検体の水温、濁度、ｐＨ、ＣＯＤ、重金属等の排水調査を実施した。

４) サンプリング計画に基づく水質調査

　日本人専門家の指導の下、ＣＣＣスタッフが、ナイル川の下流域（D a m i e t t a

Branch）から上流域（カイロ市から約25キロメートルにあるヘルワン工業地帯の横付

近（Down Stream of Tebin）まで22地点について、現場観測項目（採水時刻、天候、

気温、水温、濁度等）及び水質分析（水温、濁度、ｐＨ、ＣＯＤ、重金属等）を調査

した。その結果についてはすでに取りまとめられ、報告書としてＥＥＡＡ長官自らの

手で関係機関に配布されている。

５) 発生源における実測訓練

　３）及び４）の調査のなかでセメント工場、化学工場、製粉工場、肥料工場等の排

水の実測訓練を実施している。
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(２) 大気質モニタリング

　大気質汚染物質測定機器の操作方法や騒音測定機の操作方法、現場における実測訓練

及びラボラトリーでの分析訓練など、技術移転必要項目の３分の２程度について第１段

階（マニュアルを見て操作が可能）の移転が終了し、終了した分についてCertification

が授与された。また、項目によってはＲＢＯスタッフへの研修講師になることも可能と

なっている。

　しかしながら、ＣＣＣがＥＥＡＡの他の機関と比較して、特段に恵まれた機器を有し

ているため、苦情調査など多くの実務上の仕事にＣ／Ｐが対応せざるを得ない状況に置

かれている。このように、Ｃ／Ｐが十分に信頼の置けるデータを得るまでには育ってい

ないにもかかわらず、実際に多くの測定を行っているという問題を抱えている。

１) 大気質汚染物質測定機器の操作方法の訓練

　ＣＣＣスタッフに対して、次の大気質汚染物質を測定する機器の操作方法の訓練が行

われ、技術移転が終了している。

ａ) 環境大気質中の汚染物質の測定訓練

　移動測定車（フランス製：ＪＩＣＡの無償供与機材）に搭載している自動測定機、

及び手動式測定機の訓練として次の機器について訓練が行われた。

・移動測定車搭載の自動測定機及び関連機器

SO2計、NOx計、CO計、オゾン計、炭化水素計、浮遊粉塵計、風向風速計、ゼロ

ガス発生器、スパンガス分配器

・手動式測定機

ハイボリュームエアーサンプラー、ローボリュームエアーサンプラー、デポ

ジットゲージ

ｂ) 発生源（工場）における測定機の訓練

　ポータブル型測定機の取り扱いとして、HC／COアナライザー、SO2アナライザー、

NOxアナライザーについて訓練が行われた。

２) 騒音測定機の操作方法の訓練

　騒音計の操作方法の訓練が行われた。

３) 現場における実測訓練の実施

ａ) 環境大気質の実測訓練

　６地点（ラマダン地区第10区、オクトーバー地区第６区、サダト地区、ヘルワン地

区セメント工場近隣、ヘルワン地区軍空港）において実測訓練が実施された。

ｂ) 発生源の実測訓練

　５工場（発電所、煉瓦工場、製錬所、肥料工場、セメント工場）において実測訓練
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が実施された。

４) 分析の訓練

　水質関係の分析訓練に加わる形で、原子吸光分析器を使用した種々の金属元素の分

析が行われた。特に環境法（Law No.4）に規定されている鉛の汚染が心配されるとこ

ろから、鉛の分析に力を入れている。また、ガスクロマトグラフによる分析の訓練も

行われた。

３－３－２　ラボラトリー管理

　ラボラトリー管理については、専門家が中心となり、ＣＣＣのラボラトリー管理を実施する

うえでプロジェクトが取り組むべき具体的活動内容をまとめたペーパーを作成し、ISO Guide25

と日本の環境計量証明制度の概要に関する講義を行うなど、Ｃ／Ｐに対し啓蒙活動を行ってい

る。

　また、ラボラトリー管理の重要性と活動の具体的イメージを把握してもらうため、ＣＣＣ所

長をラボラトリー管理に係る本邦研修に招へいした。しかしながら、ラボラトリー管理につい

ては、ようやくその重要性が認識されはじめたところであり、具体的活動はまだ開始されてい

ないことから、本格的な活動はプロジェクト協力期間後半の課題である。

　なお、プロジェクトがまとめたラボラトリー管理の具体的活動内容は次のとおりである。

①ラボラトリーの目標（業務内容）設定、達成計画の立案

②人員計画、教育訓練計画の立案、実行

③機材導入（購入）計画、メンテナンス、保守管理

④試薬、消耗品購入計画

⑤書籍、学術雑誌の購入、整備

⑥器具、試薬、消耗品の整理整頓（スペース、棚の確保）

⑦トレーサビリティーの確保

⑧ＱＡ／ＱＣの実行内容決定、実行

⑨予算策定、確保

３－３－３　研修コース開発、実施

(１) 水質モニタリング

　ＣＣＣスタッフは、ＲＢＯスタッフをトレーニングするための英文のテキスト及びマ

ニュアルを作成した。項目としては、ｐＨ、ＤＯ、ＣＯＤ、ＢＯＤ及び原子吸光光度法

の分析のためのテキスト及びマニュアルである。また、ＣＣＣスタッフは、ＲＢＯスタッ

フに対して作成したテキスト及びマニュアルを用いて20項目（まだ、テキスト及びマニュ
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アルとして出来上がっていない項目については、機器メーカーが作成した簡単なマニュ

アルを使用）のレクチャーを行った。さらに、ＣＣＣスタッフは、ＲＢＯスタッフに対

して、簡単な項目の測定方法の講義を行った。

(２) 大気質モニタリング

　研修コースのための英文テキストが具体的実施に際して作られた。このうち、測定機

器や分析機器の維持管理マニュアルは、機器のメーカーが作成しているものを使用して

いる。

　なお、指導員用の訓練マニュアルは、講師となったＣＣＣスタッフが研修時に自らの

ためにメモ的に作成しているにとどまっている。

　研修教材に関し、ＲＢＯや地方自治体のスタッフに対して、アラビア語によるテキス

トを作るべきではないかと指摘したところ、エジプトにおいては、ケミストという称号

を持っているものは大学の授業を英語で受けているので、英語のテキストで十分であり、

アラビア語のテキストは必要ないとの回答がＣ／Ｐからなされた。なお、アラビア語の

テキストを作ると、テクニシャンにケミストの優位性が侵されるとして反対していると

の事前の情報もあったが、先の理由を明確に述べられたことにより、当面は見守るのが

いいと思われる。

３－３－４　研修コースの実施

(１) 水質モニタリング

　ＣＣＣスタッフは、日本人専門家の支援を受けながら1999年４月～６月の間に４ＲＢ

Ｏのスタッフに12回の講義と実習を行った。

　４ＲＢＯは、アレキサンドリア、タンタ、マンスーラ及びスエズであり、講義及び実

習した項目は、ｐＨ、ＤＯ、ＣＯＤ、ＢＯＤ、重金属等である。

　使用したテキスト等のトレーニング教材は日本人専門家の助言の下に作られたテキス

トである。

・ｐＨ計の原理及び測定方法

・ＣＯＤの原理及び測定方法

・ＤＯ測定方法

・ＢＯＤの測定方法

・原子吸光分析器の原理及び測定方法

・重金属の分析方法等
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(２) 大気質モニタリング

　２回にわたって研修コースが実施された。機器操作による環境大気質の測定について

は、研修が必要な25項目のうち18項目について講義と実習が行われた。参加者は２回と

もＲＢＯスタッフ８名及びＣＣＣスタッフ１名の合計９名であった。

　第１回目は、1999年５月２、３日に次のカリキュラムで行われた。

・大気質汚染の歴史

・環境大気質中の浮遊粒子状物質及びその健康影響についての概論

・サンプリングの目標

・ハイボリュームエアーサンプラーによる実測

・浮遊粉塵の分析

・原子吸光分析器の原理

・環境大気質中の重金属の分析

・ローボリュームエアーサンプラーの運転と実測

　第２回目は、1999年６月13、14日に次のカリキュラムで行われた。

・デポジットゲージ、PM10モニター、オゾン測定機、窒素酸化物測定機、一酸化炭

素測定機、二酸化硫黄測定機、炭化水素測定機及び気象関係の測定機による測定方

法

・大気質汚染処理技術

・野外実測

３－３－５　公害対策技術

　本プロジェクトでは公害対策技術に関する基礎知識をＣ／Ｐへ伝えることを活動内容として

おり、これまでに、主に鉄鋼関係の大気質汚染に係る公害対策技術の講義が短期専門家により

行われた。

３－３－６　情報管理システムの確立

　ＣＣＣがこれまでに実施した調査、分析結果等の情報は、各Ｃ／Ｐが個別に保管しており、

ＣＣＣ内で統一した情報管理は行われていないが、調査実施件数が増えるに従い、データの蓄

積と効果的な活用を可能とするためにも、早急にＣＣＣにおける環境モニタリングデータ取り

扱い方法を確立する必要がある。
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３－４　プロジェクトを取り巻く環境３－４　プロジェクトを取り巻く環境３－４　プロジェクトを取り巻く環境３－４　プロジェクトを取り巻く環境３－４　プロジェクトを取り巻く環境

　プロジェクトの活動に影響を与えると思われる、プロジェクトを取り巻く環境について調査し

た結果を次に記す。

３－４－１　環境法の施行状況

　環境法に基づく立ち入り検査は、住民からのクレームにより実施するものと、大臣の環境政

策により実施するものとに分けられる。

　住民からのクレームは、県（Governorate）の環境局が受け付け、クレームの内容によっ

て、環境庁環境配慮・広報部（Environmental Awareness & Public Awareness)、環境影響

評価部（Environmental Impact Assessment)、環境評価部（Environmental Quality

Department）に対し、ＥＥＡＡ長官が調査実施の指示を出す。サンプリングや分析が必要な場

合は、ＣＣＣまたはＧＣ－ＲＢＯに調査実施の指示が出される。

　大臣の環境政策に基づき実施する立ち入り検査は、環境都市宣言又はモデル地区指定都市に

おける工場への立ち入り検査であり、ＣＣＣとＧＣ－ＲＢＯはラマダン地区第10区、工場地

帯、オクトーバー地区第６区における工場の大気質、水質に関するサンプリング、分析を実施

している。分析の結果は、ＥＥＡＡ長官へ報告書として提出される。

　ＣＣＣは大臣又はＥＥＡＡ長官からの指示により、苦情処理等に係る調査を多数実施してい

る。これら業務は、ＣＣＣにおいて優先順位の高いものとして取り扱われる。そのためにＣ／Ｐ

が研修時間を割かざるを得ないばかりでなく、日本人専門家も時として苦情調査に同行しなけ

ればならないなど、限られた期間内での技術移転スケジュールに支障を来すこともあったが、

オンザジョブ・トレーニング（ＯＪＴ）として研修計画に組み込むことで、日本人専門家によ

る技術移転との両立を図った。こうした活動は、技術移転計画に支障を来すという問題はあっ

たものの、環境行政の執行部に対してＣＣＣの存在をアピールすることにもなったと思われ、

ポジティブな評価も行う必要がある。

　実際に環境法施行後、エジプト社会の環境に関する目が厳しくなるにつれ、またモニタリン

グ実施件数が増えるにつれて、ＣＣＣの存在意義が徐々に高まってきているようである。先

般、本プロジェクトがＯＪＴの一環として実施したナイル川水質調査について、環境大臣が自

ら関係大臣に調査結果報告書を手渡して活動の成果を紹介し、また、新聞紙上でも公表するな

ど、ＣＣＣのＰＲ活動を積極的に行っている。ＣＣＣ所長の言によれば、引き続き、他環境プ

ロジェクト関係者を招き、ＣＣＣの活動の紹介を主としたセミナーの開催も企画したいとして

いる。ＣＣＣの存在を世間に認めさせ、日本のプロジェクト協力の成果を広く知らしめる一助

として、こうした活動に日本側も積極的な支援を行うことが得策と考える。



－17－

３－４－２　ＲＢＯの活動状況

　ＥＥＡＡのモニタリング・ネットワークは、ＣＣＣと８つのＲＢＯから構成される。このな

かで、ＣＣＣは各ＲＢＯに対するレファレンスラボラトリー及び総合的な訓練センターとして

の役割を有する一方、ＲＢＯは実際に工場立ち入り検査等を実施する環境法執行機関、環境分

析機関であり、将来的には所管する３～４県の環境担当職員や民間の環境関係従事者等を対象

とした研修機能も有することになる。各ＲＢＯにはミニラボラトリーに加え、情報・環境配慮

部（Information ＆ Environmental Awareness Dept.)、環境評価部（Environmental Quality

Dept.)、環境開発部（Environmental Development Dept.)、管理部が設置される。人員と

してはミニラボラトリーに12～14名、その他部署20名、総計34名程度の人員が配属される見込

みである。

　ＣＣＣとＧＣ－ＲＢＯは1997年から活動を開始しており、残る７ＲＢＯの内、４ＲＢＯ（ア

レキサンドリア、タンタ、マンスーラ、スエズ）は1998年11月に建物が完成した。また、1999

年３月には無償資金協力による供与機材の搬入、据え付けが完了したことから、各ミニラボラ

トリーにはマネージャー１名、ケミスト４名（水質２名、大気質２名)、テクニシャン２名、

運転手２名、事務員１名の約10名が配属され、４月に活動を開始した。ＲＢＯに配属されたス

タッフの技術背景はＣＣＣスタッフに比べて高いケースもあり、全体的に充実した人事配置と

なっているが、これは、環境法施行後急速に増えている環境汚染への苦情や処理に対して的確

かつ早急な対応を迫られていることから、サンプリング、分析といった実務を直接行うＲＢＯ

の機能を早急に強化したいとするＥＥＡＡの強い意思の表れとみることができる。

　こうした状況のなか、ＣＣＣでは1999年４～６月に初めてＣＣＣスタッフによるＲＢＯ研修

を実施した。しかしながら、ＣＣＣスタッフは大学卒後間もない技術背景の低いスタッフであ

り、環境分析の経験が少ないこともあり、日本人専門家の指導により「マニュアルを見ながら

分析できるレベル」に達したものの、トレーナーとしては依然未熟であるため、ＲＢＯスタッ

フの研修を独力で実施するのは困難な状況であった。前述のとおり、ＲＢＯは早急な機能強化

が求められており、ＣＣＣにおけるＲＢＯスタッフ研修もより重要性を帯びつつあるため、今

後、ＲＢＯ研修の充実のため、研修実施方法等につき検討していく必要があろう。

３－４－３　環境情報システム

　ＣＩＤＡは1996年から、ＥＥＡＡ情報・コンピューター部において環境情報システムプロ

ジェクトを実施しており、1999年12月にＥＥＡＡ内に環境情報システム（ＥＩＳ）が完成する

見込みである。これにより、ＥＥＡＡ内各部署にコンピューターが配置され、ネットワークで

結ばれることになる。ＣＩＤＡの協力はシステムの確立までとなっていることから、システム

の実際の運営方法については、今後、ＥＥＡＡが独力で確立していくことになる。すでに、
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ＥＥＡＡ情報・コンピューター部が中心となり、他部署、各国ドナー環境関連プロジェクトか

らの代表者が出席する作業部会を定期的に開催しており、ＥＩＳ運営方法について協議を始め

ている。作業部会へは、ＪＩＣＡプロジェクトからも、チーフアドバイザーと大気質分野のケ

ミストが参加している。

３－４－４　保健・人口省の環境モニタリング活動

　本調査では、ＥＭＯＨＣを訪問し、環境法施行前後の活動につきヒアリングするとともに、

今後のモニタリング活動につき意見交換を行った。

　ＥＭＯＨＣは1981年の設立より、水質、大気質、食物に関するモニタリング活動を行ってい

る。保健・人口省は、ＥＭＯＨＣの他に７つの地方ラボラトリーを保有しており、地方ラボラ

トリーはＥＭＯＨＣに対し毎月モニタリングデータの報告を行っている。ＥＭＯＨＣはこれら

データを基に、年次報告書を発行しており、本報告書はＥＥＡＡへも配付されている。

　ＥＭＯＨＣには現在、所長、次長（兼チーフケミスト）以下、30名を超えるスタッフが配属

されているが、そのうち、水質ラボラトリーにケミスト10名とテクニシャン２名、大気質ラボ

ラトリーにケミスト５名が配属されている。同センターが所有する分析機器は旧式のものであ

り、ＣＣＣ、ＲＢＯが所有するような最新機器はないものの、長年モニタリング活動を行って

きた実績があり、蓄積されたデータとスタッフの技術レベルには自信をもっているよう見受け

れられた。なお、同センターのスタッフは、ほとんどが女性であるが、これは、収入が安定し

ており、勤務時間も一定していることから、女性にとって働きやすい職場環境であるためと思

われる。

　ＥＭＯＨＣ次長との意見交換のなかで、環境庁のモニタリング活動につき意見を求めたとこ

ろ、環境法施行前より、保健・人口省のほか、公共事業水資源省等もモニタリング活動を実施

しているが、各省庁でカバーできていない分野が存在すると思われるため、ＥＥＡＡがこれら

分野をカバーするモニタリング活動を行うことを期待するとの発言があった。
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第４章　今後の活動計画第４章　今後の活動計画第４章　今後の活動計画第４章　今後の活動計画第４章　今後の活動計画

　プロジェクトの進捗状況を踏まえ、プロジェクト後半で取り組むべき課題及び活動計画を、

ＰＤＭに基づく活動項目ごとに、次にまとめる。

４－１　環境モニタリングの訓練４－１　環境モニタリングの訓練４－１　環境モニタリングの訓練４－１　環境モニタリングの訓練４－１　環境モニタリングの訓練

(１) 水質モニタリング

　ＣＣＣスタッフに対して、1999年10月以降2000年３月までに、排水規制41項目のうち

すでに終了した35項目以外の残り６項目（フッ素化合物、シアン化合物、水銀、硫化物

等）及び10項目の実験実習を行っていく計画である。

　また、ＣＣＣスタッフ及びＲＢＯスタッフのＯＪＴとして第２次のナイル川の水質調

査を実施する予定でありＣＣＣスタッフが中心となってプランニング中である。

　さらに、ＣＣＣスタッフの分析技術の向上をめざしてSecond Gradeへ向けてのトレー

ニングの計画及び実施を今後行っていく予定である。

(２) 大気質モニタリング

　10月には煙道排ガス測定の技術移転を短期専門家により行う。12月から始まるラマダ

ンの期間中は、ＲＢＯトレーニングのためのテキストを作成するとともに、これまでの

未実施項目となっているものについて技術移転を行う。また、ラマダン明けに騒音の短

期専門家により第２段階の騒音測定と防音対策について技術移転を行う。

　2000年度以降はＱＡ／ＱＣを中心に指導することとしており、その主な内容は次のと

おりである。

・各種大気質汚染物質の測定手法の確立（煙道排ガス測定、排ガス中の各物質の定

量、一般環境測定項目の定量）

・一般環境の大気質汚染測定の計画的な実施と評価方法

・音源別騒音測定手法の確立

・大気質汚染の測定原理についてエジプトに適した内容を作る：

　環境法に関連する調査分析法はまだ十分に作成されていないため、現在、ＪＩＳと

ＵＳＥＰＡの方法を参考に作成中とＣ／Ｐから説明がなされ、あと２か月程でおお

よそ出来上がるとのことであった。

　短期専門家をとおして技術移転することとしているものは次のとおりである。

・騒音の専門家（１か月)

・ガスクロマトグラフによる臭気分析（２か月)
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・アスベストの測定（１か月）

　なお、Ｃ／Ｐからの聞き取り調査の結果、次の項目につき検討してほしい旨、要望が

出された。

・苦情はあらゆる種類のものに対して出されるので、今後専門家からより広い範囲で

アドバイスをお願いしたい（例えば、健康影響、室内環境や労働環境の測定と評価

など)。

・携帯用の環境大気質測定のための機器が必要である。

・実験室での分析にＧＣ／ＭＳ、ＨＰＬＣ、イオンクロマトグラフなどを必要とする

が、それらの機器は水質分析用に整備されているため、供用が可能でない場合は新

たな購入について検討してほしい。

(３) 産業廃棄物

　産業廃棄物については、水質及び大気質モニタリングの進捗状況を考慮し、プロジェ

クト後半に協力を行うこととなっている。

　プロジェクトの進捗状況を考慮し、本分野に係る協力開始時期につき協議した結果、

2000年度に短期専門家を派遣することにより協力を開始することが適当であるとの点で

日本側、エジプト側ともに意見が一致した。

　協力内容については、産業廃棄物のサンプリング及び分析手法に関する指導を希望す

る旨、プロジェクトより発言があった。

４－２　ラボラトリー管理４－２　ラボラトリー管理４－２　ラボラトリー管理４－２　ラボラトリー管理４－２　ラボラトリー管理

　プロジェクト後半では、ＣＣＣの自立的発展をめざし、ラボラトリー管理に関する指導を強化

していく予定である。

　水質分野については、1999年10月以降ＱＡ／ＱＣのトレーニングを実施して、ラボラトリー管

理を強化する計画である。その主な内容は次のとおりである。

(１) ＱＡ／ＱＣのトレーニングの実施

１) 分析方法とマニュアルの整備

２) 標準溶液の管理

３) データの信頼性確保

４) 共同分析による精度管理
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(２）ラボラトリー管理の推進

１) 機材の整備・維持・管理

２) 試薬の補充・管理

３) データ管理

４－３　研修コース開発、実施４－３　研修コース開発、実施４－３　研修コース開発、実施４－３　研修コース開発、実施４－３　研修コース開発、実施

(１) 水質モニタリング

　ＣＣＣスタッフに対して、排水規制41項目について共通分析法及びマニュアルの作成

の指導を行う。また、すでに実施した研修コースのテキストの見直しも併せて行う。

(２) 大気質モニタリング

　すでに実施した研修コースのテキストの見直しと、まだ実施していない研修項目、例

えば煙道排ガスの測定などについてのテキストの作成及びルーティン業務となる項目に

ついては詳細な手順を作成する。

４－４　研修コースの実施４－４　研修コースの実施４－４　研修コースの実施４－４　研修コースの実施４－４　研修コースの実施

(１) 水質モニタリング

　ＣＣＣスタッフによるＲＢＯスタッフのトレーニング実施のためのトレーニング計画

及び実施時の支援を行う。

　具体的には、ＣＣＣスタッフ及びＲＢＯスタッフのＯＪＴとして実施する第２次ナイ

ル川水質調査計画のチェック、更にはＣＣＣスタッフがＲＢＯスタッフに講義する時使

用するテキスト及びマニュアル作成の助言を行う。

(２) 大気質モニタリング

　1999年度のＲＢＯスタッフに対するトレーニングとして、ラマダン明けの2000年１月

中旬から実施する。また、騒音の短期専門家による技術移転時にはＲＢＯスタッフの参

加も考える。なお、ＣＣＣへの新規採用スタッフへのトレーニングを実施するとともに、

ＣＣＣスタッフによる各ＲＢＯに新規採用されたスタッフへのトレーニングを支援する。

４－５　公害対策技術４－５　公害対策技術４－５　公害対策技術４－５　公害対策技術４－５　公害対策技術

　短期専門家をとおして、1999年11月にセメント工場の粉塵対策を中心に技術移転を試みる。

　なお、これまでは、大気質分野に関する公害対策技術を中心に実施してきたことから、今後は

水質分野においても本分野に係る技術移転を行う必要があり、短期専門家の派遣も検討する必要
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があろう。

４－６　情報管理システムの確立４－６　情報管理システムの確立４－６　情報管理システムの確立４－６　情報管理システムの確立４－６　情報管理システムの確立

　早急にＣＣＣにおける情報取り扱い方法を決める必要があるが、前述のとおりＥＥＡＡ内に環

境情報システムが確立されることから、将来的には同システムへ情報を提供していくことを視野

に入れ、ＣＣＣにおける情報管理システムの整備を行う必要がある。
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付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料

資料１　ミニッツ資料１　ミニッツ資料１　ミニッツ資料１　ミニッツ資料１　ミニッツ

資料２　エジプト環境庁組織図資料２　エジプト環境庁組織図資料２　エジプト環境庁組織図資料２　エジプト環境庁組織図資料２　エジプト環境庁組織図

資料３　地域支局組織図資料３　地域支局組織図資料３　地域支局組織図資料３　地域支局組織図資料３　地域支局組織図

資料４　大気汚染の状況資料４　大気汚染の状況資料４　大気汚染の状況資料４　大気汚染の状況資料４　大気汚染の状況











































































－60－

資料４　大気汚染の状況資料４　大気汚染の状況資料４　大気汚染の状況資料４　大気汚染の状況資料４　大気汚染の状況

１．カイロ（10月における状況）

　飛行機から見たカイロ上空及びその周辺の空は薄い茶色のベールを被せたようである。ナイル

川沿いに形成されているカイロ市の両サイドには低い丘があり、その先はいずれも砂漠となって

いる。そのため、常に細かい砂が町に降り注いでいる。建物の使われない部屋などは砂埃をか

ぶったようになる。市内のハイボリュームエアーサンプラーによる粉塵採取ろ紙を見ても、色は

グレーであり、自動車排ガスと砂塵の両方の影響を受けているように見受けられる（保健省環境

モニタリングセンターでの測定)。

　交通量はかなり多く、使用年数のかなり経過した車も多い。また、交通ルールがなく、めちゃ

くちゃな運転をすることから都心部は渋滞が激しく、車の窓を開けると排ガス臭が強く感じられ

る。明け方には霧が発生して空気の淀みがみられるが、日差しが強くなるに従って霧も消え去

り、日中は風がかなり吹いていることから（ナイル川に沿って主風向は北西)、深刻な大気質汚

染というほどにはならない。しかしながら、冬には逆転層が出て大気質汚染が相当に酷いという

意見もある。最近ＤＡＮＩＤＡの援助により市内に12か所のモニタリングステーションが作ら

れ、データが取れ始めているとのことであるから、いずれ数値で大気質汚染の実態が判明すると

思われる。

　市の北東方向に石灰岩を産出する丘があり、その周辺にいくつかのセメント工場が立地してい

る。これらの工場の公害防止設備は不十分かつメンテナンスの悪さもあって、周辺地域は粉塵に

よりかなり汚染されている。しかし、周辺住民からの苦情はほとんどないこと、製品が安いため

製品回収を兼ねた公害対策にほとんどインセンティブが働かないことにより、改善の動きはない

とのことである。

２．アレキサンドリア

　アレキサンドリアはエジプト第２の都市であり、工場も多く立地しているが、どの工場の煙突

からも煙はほとんど目視できなかった。この地域に立地している工場は外資系が多く、公害対策

もそれなりに行われているとのことである。市内は車の数も多いが、常に地中海から風が吹いて

いるため、大気質汚染は感じられなかった。タンタ市の郊外に小規模の煉瓦工場が数多く立地し

ており、煙突から黒い煙を出しているが、その量は少なく、これも訪れた時の大気質の状態では

特に問題にするほどではなかった。
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３．その他の情報

　保健省のモニタリングセンターでは国内の12か所で粉塵（ＴＳＰ）とSO2（24時間ばっ気の８

連式インピンジャー方式）の測定を連続して行い、年平均値を求めている。この測定により次の

情報を聴取した。

(１) 大気質中の硫黄酸化物が高い地域（年平均値：１立方メートル当たり50マイクログラ

ム以上）

　Asunto：軽油（自動車燃料）の影響による地域

　Shrlia：農業地域：収穫後に野焼きを行うことの影響

(２) 大気質中の浮遊ＴＳＰの高い地域 （年平均値：１立方メートル当たり600～700マイク

ログラム以上）

　Giza, Asunto, Souhage, Menia

　なお、大気質汚染調査において問題にしているのは重金属汚染としての鉛である。鉛の人為的

発生源は、有鉛ガソリン（最近は少なくなってきている）及び鉛精練工場であるが、自然土壌に

鉛が多く含まれていることによる影響もあるとの説明がなされた。
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